
No1
○ ○ ● ○

□ （□ □ ） □建設事業 ■それ以外の継続事業

○ ●

○有●無

○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

事務事業分析シート（平成26年度）

主要事業 事務事業コード 03-04-01 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

橋爪 内線 2313

01-01-02 職員人件費（実績分）

事務事業名 職員人件費（滞納整理強化）
部課名 区民生活部税務課 課長名 時田

担当者名

事務事業の種類 新規事業 26年度 25年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（26年度）

職員の給与に関する条例
終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 6 年度 根拠
法令等

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進

施策 15-03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

経過

・平成６年度から昼間不在者に対する納税交渉の徹底のため導入。
・平成８年度から滞納整理の強化策として納税係の職員一斉による日曜日の電話催告を導入。
・平成９年度から日曜日は、電話催告に加え臨戸交渉を行うこととした。
・平成１２年度は、試行として、日曜日に加え土曜日の電話催告・臨戸交渉を実施（年２回）
・平成１３年度は、休日の窓口開設、電話催告及び臨戸交渉を実施（年４回）
・平成１４年度から１９年度は、休日・平日夜間の窓口開設、電話催告を実施（年３回）
・平成２０年度は、休日・平日夜間の窓口開設を実施（年１回）
・平成２１年度は、休日・平日夜間の窓口開設を実施（年５回）
・平成２２年度は、休日の窓口開設を実施（年４回）
・平成２３年度は、休日の窓口開設を実施（年５回）
・平成２４、２５年度は、休日の窓口開設を実施（年６回）

必要性

滞納案件の縮減と新たな滞納抑止をめざす観点からも休日の納税相談、納税交渉は、必要となる。

実施
方法

1直営

・広報　催告書及び区報で 、休日の窓口開設を区民に周知
・実施時期・窓口開設時間　４、７、８、１０、１２、２月　日曜日午前９時～午後５時（８時間）

目的

住民税等について、昼間の不在者や平日連絡をとれない滞納者に対し、休日に納税相談及び納税交渉を行
うことにより、徴収率の向上並びに税収の安定的な確保を図る。

対象者
等

区税滞納者への文書催告、昼間臨戸、電話催告を行っても反応がなく、連絡のとれない区民税等の滞納
者。

内容

平成１４年度から、クライアントサーバー方式による滞納整理支援システムが稼動した。これにより、ホ
ストコンピュータが稼動していない休日・平日夜間も滞納情報の共有化が可能となった。
このシステムを活用し、休日に納税窓口を開設している。平成２６年度は年６回（４、７、８、１０、
１２、２月）開設予定である。

予算額 3,069 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

24年度 25年度 26年度

①決算額（26年度は見込み） 2,927 2,447 2,476 2,500 2,500 2,438 2,500

②人件費等 93,085 83,069 94,699 86,872 87,688 93,259

③減価償却費 31,548 32,935 37,724 44,954

合計（①＋②＋③） 96,012 85,516 128,723 122,307 127,912 140,651 2,500

1,059 1,169 1,330【事務分担量】（％） 1,099

特
定
財
源

国

都
その他

140,651 2,500

実
績
の
推
移

事項名 20年度 21年度 22年度 23年度

一般財源 96,012 85,516 128,723 122,307 127,912

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

20年度 21年度 22年度 23年度

1,020 1,086

休日窓口収納金額 32,442,60029,739,60031,857,50017,197,68822,883,339

24年度 25年度 26年度

休日窓口収納件数 1,270 1,070 1,353 707 744



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

平成24年度（決算） 平成25年度（決算） 平成26年度（予算）

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

職員手当等 一般事業時間外勤務手当（滞納整理強化分） 2,500時間外勤務手当 一般事業時間外勤務手当（滞納整理強化分） 2,500 職員手当等 一般事業時間外勤務手当（滞納整理強化分） 2,438

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指標の推移

指標に関する説明

23年度 24年度 25年度
26年度
見込み

目標値
(27年度)

96.99 97.20 97.43 97.66

特別区民税滞納繰越分徴収率(%) 24.08 23.13 25.65 25.88 26.11

特別区民税現年課税分徴収率(%) 96.73

・平成２５年度における臨時窓口での収納額は前年を約５７０万円上回った。件数も３７件増加しており、
景気の回復傾向が影響していると考えられる。主たる目的は納税相談となっているが、より多くの滞納者の
来庁を促すための対策が必要である。
・臨時窓口対応の職員は代休で対応しているため、差押等平日の職員体制に影響することや、経済情勢、天
候などにも大きく左右される事業ではあるが、日曜日にしか相談できないとういう区民へのサービスの一環
でもあり、継続する必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 17 5 不明 0

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む具体的な改善内容 平成27年度以降に取り組む具体的な改善内容

臨時窓口の効果的な開設日等を随時検討する。 時間ごとの来庁者の傾向を分析するなどして、最小
限の従事者で対応できる効率的な体制を検討する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

重点的に推進 重点的に推進

税収の安定的な確保に必要であり、継続的に実施する。



No1
○ ○ ● ○

□ （□ □ ） □建設事業 ■それ以外の継続事業

○ ●

○有●無

○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

事務事業分析シート（平成26年度）

主要事業 事務事業コード 03-04-02 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

橋爪 内線 2313
事務事業名 徴収嘱託員制度

部課名 区民生活部税務課 課長名 時田

担当者名

事務事業の種類 新規事業 26年度 25年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（26年度）

非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例
終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 15 年度 根拠
法令等

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進

施策 15-03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

経過

①１４年４月～８月・徴収嘱託員制度導入計画の作成・実施経費の算定・徴収嘱託員制度の法的な位置づ
けと業務内容の精査・適正な徴収嘱託員数の算出（組織体制）・徴収嘱託員の給与体系作成等
②１４年９月～・徴収嘱託員制度導入に係る滞納整理支援システムの導入・変更・徴収嘱託員制度設置要
綱等の作成
③１５年１月～・徴収嘱託員採用に係る実務と研修計画作成等
④１５年４月～・徴収嘱託員制度導入
⑤１５年５月～７月・滞納整理支援システム最終チェック作業等
⑥１５年８月～・モバイル端末による訪問徴収の実施
⑦１７年４月～・滞納者との接触機会の拡大と収納率向上のため、徴収嘱託員による夜間電話催告を実施

必要性

大量の小額滞納事案、滞納初期段階の滞納者への徴収対策として有効である。

実施
方法

1直営

モバイル端末を導入し、滞納整理支援システムと結合することによって、訪問先での現金領収証発行、延
滞金の自動計算、関連帳票の出力を行う。

目的

区民税等の収納率の向上を図るため、柔軟に臨戸できるフレックスな勤務体制、徴収実績に応じた能率給
の支給等を特色とする徴収嘱託員制度を実施する。

対象者
等

区民税等の滞納者

内容

①徴収嘱託員の勤務時間に、休日や夜間の時間帯を一定程度含ませ、滞納者との接触・交渉機会の拡大を
図る。
②徴収嘱託員報酬に能率給を採用し､徴収目標を達成しようとする意欲を湧かせるとともに、徴収の費用
対効果の向上を図る。
③滞納初期段階の滞納者や少額滞納者への速やかな対応により、新たな滞納の発生を抑制し、中長期的な
徴収率の向上を図る。また、強制処分すべき滞納者を絞り込むことで、正規職員が差押等の滞納処分に専
念できる執行体制とする。

予算額 30,518 19,204 19,933 16,369 15,399 8,769 7,354

24年度 25年度 26年度

①決算額（26年度は見込み） 23,615 16,561 14,776 12,321 10,565 7,474 7,354

②人件費等 25,834 19,138 20,492 19,751 19,543 19,954

③減価償却費 6,827 7,464 8,067 8,991

合計（①＋②＋③） 49,449 35,699 42,095 39,536 38,175 36,419 7,354

240 250 266【事務分担量】（％） 305

特
定
財
源

国

都
その他

36,419 7,354

実
績
の
推
移

事項名 20年度 21年度 22年度 23年度

一般財源 49,449 35,699 42,095 39,536 38,175

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

20年度 21年度 22年度 23年度

235 235

徴収嘱託員数（人） 7 6 6 5 5 3 2

24年度 25年度 26年度

徴収嘱託員徴収実績（千円） 113,577 100,953 85,839 76,504 61,637



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

平成24年度（決算） 平成25年度（決算） 平成26年度（予算）

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

共済費 徴収嘱託員保険料 842 共済費 徴収嘱託員保険料

報酬 徴収嘱託員報酬 5,717報酬 徴収嘱託員報酬 7,781 報酬 徴収嘱託員報酬 5,970

638 共済費 徴収嘱託員保険料 761
一般需用費 消耗品（徴収事務用品等） 0 一般需用費 消耗品（徴収事務用品等） 7

委託料 滞納支援システム 1,503 委託料 滞納整理支援システム

一般需用費 消耗品（徴収事務用品等） 0

793 委託料 滞納整理支援システム 876

使用料滞納整理支援システム端末使用料 66使用料 滞納支援システム端末使用料 439 使用料
備品購入費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指標の推移

指標に関する説明

23年度 24年度 25年度
26年度
見込み

目標値
(27年度)

96.99 97.20 97.43 97.66

特別区民税滞納繰越分徴収率(%) 24.08 23.13 25.65 25.88 26.11

特別区民税現年課税分徴収率(%) 96.73

・支払方法の拡充に伴い訪問徴収が必要な納税者が大幅に縮小しているため、訪問徴収に特化せず、内部事
務との兼務など柔軟な体制をとり、組織全体の業務効率を向上させることを検討する必要がある。
・コンビニ、パソコン等で休日や夜間の支払いも可能となったため、フレックス制という徴収嘱託員の勤務
体系の見直しを検討する必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 5 17 不明 0

葛飾区、足立区、墨田区、江東区、練馬区

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む具体的な改善内容 平成27年度以降に取り組む具体的な改善内容

能率給、勤務体制及び内部事務との兼務等徴収嘱託員
制度の抜本的な見直しを検討する。

徴収嘱託員制度の抜本的な見直しを実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

継続 継続

税収の安定的な確保に必要であり、継続的に実施する。



No1
○ ○ ● ○

□ （□ □ ） □建設事業 ■それ以外の継続事業

● ○

○有●無

○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

事務事業分析シート（平成26年度）

主要事業 事務事業コード 03-04-03 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

橋爪 内線 2313

01-03-01 納税貯蓄組合連合会補助

事務事業名 納税貯蓄組合連合会補助
部課名 区民生活部税務課 課長名 時田

担当者名

事務事業の種類 新規事業 26年度 25年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（26年度）

荒川区納税貯蓄組合補助金交付条例及び同規則
終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 60 年度 根拠
法令等

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進

施策 15-03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

経過

納税資金の備蓄と計画的な納税を企図した納税活動を目的とし、納税者の便宜を図る手段として、町内会
や業者団体などを基盤として結成された任意団体に対して、昭和１８年納税施行法が公布・施行された。
昭和２２年、この法律は廃止されたが昭和２６年納税貯蓄組合法及び同施行令が制定・施行され、全国的
に組合数・組合員数が急速的に増加した。
昭和３９年に納貯法の一部が改正され、納貯組合相互間の連絡調整や事業運営の指導育成などを担当する
団体として納税貯蓄組合連合会制度が法制化され現在に至っている。
補助金は、都では、昭和５４年度までは単位組合に対して交付していたが、５５年以降は連合会に対する
補助に変更された。荒川区では、納税貯蓄組合連合会に対し、昭和６０年度から補助金を交付している。
２０年度は、荒川区が実施した口座振替新規加入促進キャンペーンに協賛団体（協賛金２０万円）として
参加した。平成２１、２２年度も引き続きキャンペーンに協賛した。２３年度以降はキャンペーンを休止
している。

必要性

納税貯蓄組合連合会の活動を支援することは、区民の納税意識の普及啓発を図るために欠かすことができ
ない。

実施
方法

1直営

・納連の諸活動への一般補助、行事費及び研修費の補助、口座振替納税奨励等への補助

目的

納税貯蓄組合連合会が行っている区民の納税意識の啓発、口座振替納税の推進・税務行政への協力等の活
動に対する補助金の交付。

対象者
等

納税貯蓄組合連合会　　８６組合、約１，０３９人の連合組織

内容

納税貯蓄組合連合会の事業
１　納税意識の普及啓発
２　組合の設立促進、拡大強化
３　組合の育成並びに運営指導
４　税に関する講演会、研修会等の開催
５　納税に関する感謝及び表彰
６　中学生の税に関する作文募集
７　その他目的達成に必要な事項

予算額 720 720 720 720 684 650 650

24年度 25年度 26年度

①決算額（26年度は見込み） 720 720 720 520 520 520 650

②人件費等 847 814 872 847 826 832

③減価償却費 291 311 323 338

合計（①＋②＋③） 1,567 1,534 1,883 1,678 1,669 1,690 650

10 10 10【事務分担量】（％） 10

特
定
財
源

国

都
その他

1,690 650

実
績
の
推
移

事項名 20年度 21年度 22年度 23年度

一般財源 1,567 1,534 1,883 1,678 1,669

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

20年度 21年度 22年度 23年度

10 10

中学生の税の作文の応募数

組合数 175 98 98 98 90 93

24年度 25年度 26年度

組合員数 11,840 1,547 1,547 1,547 1,337 1,313

1106 1441 1,065 1,242 1,114 1,085



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

平成24年度（決算） 平成25年度（決算） 平成26年度（予算）

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 納税貯蓄組合連合会に対する補助 650負担金補助及び交付金 納税貯蓄組合連合会に対する補助 520 負担金補助等 納税貯蓄組合連合会に対する補助 520

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指標の推移

指標に関する説明

23年度 24年度 25年度
26年度
見込み

目標値
(27年度)

73.60 73.80 73.90 74.00
特別区民税普通徴収納期限内納納
付率(%)

73.10

区民の納税意識の啓発、口座振替納税の推進、税務行政への協力等、税務行政に関して積極的に関わる団体
は他にはなく、区としても活動を支援していくことが必要である。一方で、補助金対象の活動の内容につい
ては区にとってより多くの効果を生むような事業を検討していく必要がある。具体的には、年３回、団体が
主となって実施している納税キャンペーンの際のチラシを団体と共に検討し、より効果的なものにしてい
く。

他
区
の
実

施
状
況

実施 21 1 不明 0

未実施：杉並区

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む具体的な改善内容 平成27年度以降に取り組む具体的な改善内容

補助金対象となり得る事業の拡大を団体とともに検討
していく。

納連が行っている街頭啓発の中で、口座振替を始め
とする各種の便利な納税方法を紹介・推進する活動
を、団体と共に進めていく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

継続 継続

税収の安定的な確保に不可欠であり、優先度が高い。



No1
○ ○ ● ○

□ （□ □ ） □建設事業 ■それ以外の継続事業

● ○

○有●無

○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

事務事業分析シート（平成26年度）

主要事業 事務事業コード 03-04-04 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

橋爪 内線 2313

01-03-02 その他奨励費

事務事業名 納税奨励費
部課名 区民生活部税務課 課長名 時田

担当者名

事務事業の種類 新規事業 26年度 25年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（26年度）

終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 年度 根拠
法令等

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進

施策 15-03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

経過

・平成９年度までは、たばこ税の増収促進を図るPR用品の予算を計上していたが、平成１０年度以降は財
政的な面もあり休止した。１２年度、１３年度に議会に予算化する旨の陳情が出され、趣旨採択されたた
め、１４年度からは、区民にできる区財政への協力策として、「区内でたばこを買うこと」のＰＲを主眼
に販促品を配布を行っていた。近年は、たばこを取り巻く環境も大きく変化しており、２１年度からは、
たばこエチケットのＰＲにシフトチェンジして作成している。
・申告期限周知ポスターの作成及び車内掲出は、１３年度以降各区共同による印刷を行わない取扱いと
なった。これを契機に見直しを行い、ポスターの作成・掲出は廃止した。
・２０～２２年度まで新規口座振替加入を増加させるため、荒川区の友好都市の特産品を送る「口座振替
キャンペーン」を納税貯蓄組合連合会の協賛を得て実施した。支払方法の拡充を実施したこともあり、２
３年度からは休止している。

必要性

将来納税者となる中学生への納税思想の啓発や区民の納税意識の向上等を促進するために必要な事業であ
る。

実施
方法

1直営

（１）年末調整説明会実施（税務署、都税事務所との共催で実施）
（２）税に関する中学生の作文　夏休み期間中募集　（３）たばこ税ＰＲ用品の配布

目的

区民税等の申告・納期限の周知を行うことにより、自主申告・納期内納税の促進を図る。また、特別徴収
義務者に対する年末調整説明会を実施し、給与支払報告書の確実な提出を担保する。

対象者
等

納税義務者等

内容

（１）年末調整説明会
　　税務署、都税事務所と共催で、給与支払報告書等の説明を行っている。

（２）税の作文・標語の区長表彰
　　租税教育の一環として実施される納税貯蓄組合連合会主催の「中学生の税に関する作文」、間税会主
　　催の「中学生の税の標語」について、区長賞を設け、賞状及び記念品を贈呈している。

（３）たばこ小売業者に対する販促品の配布
　　（２１年度からはたばこエチケットＰＲ用品）

予算額 2,182 2,180 2,626 424 395 357 340

24年度 25年度 26年度

①決算額（26年度は見込み） 1,651 1,900 1,794 325 327 334 340

②人件費等 4,659 4,886 5,668 5,777 2,891 2,911

③減価償却費 1,889 2,333 1,129 1,183

合計（①＋②＋③） 6,310 6,786 9,351 8,435 4,347 4,428 340

75 35 35【事務分担量】（％） 55

特
定
財
源

国

都
その他

4,428 340

実
績
の
推
移

事項名 20年度 21年度 22年度 23年度

一般財源 6,310 6,786 9,351 8,435 4,347

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

20年度 21年度 22年度 23年度

60 65

ボックスバック

たばこ税ＰＲ物品（数字は作成数）

24年度 25年度 26年度

ごみ袋 20,000

130,000 65,000

ポケットティッシュ 50,000 37,000 37,000



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

平成24年度（決算） 平成25年度（決算） 平成26年度（予算）

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

　役務費 税に関する中学生の作文表彰状筆耕 14 使用料等 年末調整説明会場使用料

需用費 消耗品費・印刷製本費（たばこ税PR物品等） 298　一般需用費 消耗品費（口座振替PR用物品等）印刷製本費（たばこ税ＰＲ物品等） 289 需用費 消耗品費・印刷製本費（たばこ税PR物品等） 305

22 使用料等 年末調整説明会場使用料 34

委託料 口座振替キャンペーン商品発送業務委託 0 役務費 税に関する中学生の作文表彰状筆耕 7
　使用料及び賃借料 年末調整説明会場使用料 24

役務費 税に関する中学生の作文表彰状筆耕 8

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指標の推移

指標に関する説明

23年度 24年度 25年度
26年度
見込み

目標値
(27年度)

88.2 88.0 88.4 88.6
現年課税分（普徴・特徴・過年度
合計）

納期限内納付率(%)（納期限内完
納額／調定額）

87.4

・住民税のＰＲ用品等の配布については、「公平の原則」「最小徴税費の原則」の観点からも、慎重に対応
しなければならない。
・納税貯蓄組合など税務関係団体との連携により、さらなる税収確保、納期内納付が進む方策を検討する。
・たばこ税ＰＲ用品の配布については、税収確保に併せて環境への配慮、たばこ税の使われ方等をＰＲして
いく必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 0 不明 22

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む具体的な改善内容 平成27年度以降に取り組む具体的な改善内容

キャンペーンにかわる口座振替促進策を検討する。 たばこ税ＰＲ用品配布の有効性について関係団体と
共に検証し、より高い効果が得られる方法を検討す
る。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

重点的に推進 重点的に推進

税収の安定的な確保に不可欠であり、優先度が高い。



No1
○ ○ ● ○

□ （□ □ ） □建設事業 ■それ以外の継続事業

● ○

○有●無

●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

事務事業分析シート（平成26年度）

主要事業 事務事業コード 03-04-05 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

橋爪 内線 2313

01-04-01 過誤納金還付金

事務事業名 区税過誤納金還付金
部課名 区民生活部税務課 課長名 時田

担当者名

事務事業の種類 新規事業 26年度 25年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（26年度）

地方税法第１７条
終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 25 年度 根拠
法令等

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進

施策 15-03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

経過

平成１７年度は、税法改正に伴う配当割・株式等譲渡所得割の創設により、新たな還付金が生じることと
なった。このため税更正に伴う予算として２，０００万円を計上の他、配当割・株式譲渡割分として別途
１，０００万円を計上した。
なお、これに充当する財源については、交付金として歳入計上している。平成２０年度は、税源移譲に伴
う所得変動に係る還付金として１億９，７００万円を歳出計上した。

必要性

法の規定がある事業である。

実施
方法

1直営

過誤納金を生じた者に対し通知し、還付（窓口払、口座振込、振替充当）措置をする。

目的

税額変更等による過誤納金に対応するための資金

対象者
等

過誤納金還付金対象者

内容

所得税の更正・決定等による現年度以前に収納した特別区民税に係る過誤納金の還付及びそれに伴う還付
加算金の支出。
(過誤納金）  過納金と誤納金に区分され、過納金は納付の時には課税額を超過することなく納められて
いたものが、後の更正、減額等により変更されたことにより超過納付となるものをいう。誤納金は、二重
納付等により納めるべき税額を超えて納付がなされた場合の超過額である。
(還付加算金) 過誤納金を還付する際に、それに係る利子として年７．３％の割合で加算するものを還付
加算金という。但し、平成２６年からの特例措置として前々年１０月から前年９月までの各月における国
内銀行の貸出約定平均金利（新規・短期）の合計を１２で割った割合として前年１２月１５日までに財務
大臣が告示する割合に年１％を加算した割合となっており、平成２６年は１．９％である。加算金の額
は、事由により起算日が異なるため日数に応じて算出する。

予算額 221,270 63,903 56,368 48,053 52,265 49,600 48,160

24年度 25年度 26年度

①決算額（26年度は見込み） 155,806 63,592 54,938 38,076 46,192 48,228 48,160

②人件費等 10,164 9,773 10,464 10,163 10,078 7,818

③減価償却費 3,486 3,732 3,937 3,177

合計（①＋②＋③） 165,970 73,365 68,888 51,971 60,207 59,223 48,160

120 122 94【事務分担量】（％） 120

特
定
財
源

国

都
その他

59,223 48,160

実
績
の
推
移

事項名 20年度 21年度 22年度 23年度

一般財源 165,970 73,365 68,888 51,971 60,207

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

20年度 21年度 22年度 23年度

120 120

24年度 25年度 26年度



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

平成24年度（決算） 平成25年度（決算） 平成26年度（予算）

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

償還金利子等過誤納金還付金 48,160償還金利子及び割引料 過誤納金還付金 46,192 償還金利子等過誤納金還付金 48,228

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指標の推移

指標に関する説明

23年度 24年度 25年度
26年度
見込み

目標値
(27年度)

・還付金が生じる原因は所得税の更正、決定によるものが大半を占める。当初以外にも随時対応しているた
め、当初予算額では不足が生じ、予備費流用等の事態も起きる可能性がある。
・還付加算金については、本人が申告を遡って行うことなどによっても生じるため、還付加算金の実績等を
分析し、予算計上を行う必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む具体的な改善内容 平成27年度以降に取り組む具体的な改善内容

処理の遅れによる還付加算金を発生させないために、
迅速な事務処理を課内、税務署と検討する。

予算作成時は還付加算金の実績等も考慮して、不足
が生じないように予測を綿密に図る。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

継続 継続

法令上の必要経費であり、継続実施する。



No1
○ ○ ● ○

□ （□ □ ） □建設事業 ■それ以外の継続事業

● ○

○有●無

●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

事務事業分析シート（平成26年度）

主要事業 事務事業コード 03-04-06 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

橋爪 内線 2313

01-05-01 自動車臨時運行許可事務費

事務事業名 自動車臨時運行許可事務費
部課名 区民生活部税務課 課長名 時田

担当者名

事務事業の種類 新規事業 26年度 25年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（26年度）

道路運送車両法及び施行規則、区手数料条例
終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 30 年度 根拠
法令等

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進

施策 15-03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

経過

平成６年１月から区民事務所においても取扱いを開始した。
平成９年度から許可手数料が７５０円（改正前６５０円）となった。
平成１２年４月から法定受託事務となった。

必要性

法の規定による事業である。

実施
方法

1直営

申請に基づき許可証と自動車臨時運行許可番号標(仮ナンバー)を貸与する。
（許可条件）①  許可対象自動車であること。②  荒川区内を走行すること　(一部でも可)

目的

自動車検査証の有効期間の満了等の際、自動車を行政庁(区)の許可により特例的に運行できることとする
ことで、車検を受ける者等の利便を図る。

対象者
等

区民全般並びに自動車ディーラー等

内容

臨時運行許可対象自動車
①　自動車登録ファイルに登録を受けなければならない自動車（法第４条）
　ア　普通自動車
　イ　小型自動車（二輪の小型自動車は除く）
　ウ　大型特殊自動車
②  運輸大臣の行う検査を受けなければならない自動車（法第５８条）
　ア  上記の自動車
　イ  二輪の小型自動車
　ウ  検査対象軽自動車
①及び②の自動車を臨時的に運行する者に対して、自動車臨時運行許可証を与え、同番号標（仮ナン
バー）を貸与する。（有効期間：原則５日間）

予算額 75 5 56 53 49 42 48

24年度 25年度 26年度

①決算額（26年度は見込み） 50 2 47 47 46 41 48

②人件費等 2,541 1,629 1,744 1,694 1,239 1,663

③減価償却費 581 622 484 676

合計（①＋②＋③） 2,591 1,631 2,372 2,363 1,769 2,380 48

20 15 20【事務分担量】（％） 30

特
定
財
源

国

都
その他

2,380 48

実
績
の
推
移

事項名 20年度 21年度 22年度 23年度

一般財源 2,591 1,631 2,372 2,363 1,769

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

20年度 21年度 22年度 23年度

20 20

許可件数（区民事務所分を含む） 599 609 652 577 524 532

24年度 25年度 26年度



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

平成24年度（決算） 平成25年度（決算） 平成26年度（予算）

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 消耗品費 48一般需用費 消耗品費 46 需用費 消耗品費 41

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指標の推移

指標に関する説明

23年度 24年度 25年度
26年度
見込み

目標値
(27年度)

仮ナンバーの未返却者に対応するため、平成２３年度に要綱を定め、督促等の方法について具体的に規定し
対応を行っているところであるが、今後その効果を検証していくとともに、新たな対策を検討する。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む具体的な改善内容 平成27年度以降に取り組む具体的な改善内容

仮ナンバーの返却期限切れ数の推移を検証し、さらに
未返却者への対応を徹底していく。

未返却者への対応を厳しく行うとともに、過去の履
歴、運行ルート等、貸与時のチェックも厳しく行っ
ていく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

継続 継続

法令上の必要経費であり、継続実施する。



No1
○ ○ ● ○

□ （□ □ ） □建設事業 ■それ以外の継続事業

● ○

○有●無

○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

事務事業分析シート（平成26年度）

主要事業 事務事業コード 03-04-07 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

橋爪 内線 2313

01-01-02 区税等の支払方法の拡充

事務事業名 区税賦課徴収事務費
部課名 区民生活部税務課 課長名 時田

担当者名

事務事業の種類 新規事業 26年度 25年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（26年度） 01-01-03 電子申告システム運用事業

地方税法等
終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 25 年度 根拠
法令等

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進

施策 15-03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

経過

・平成10年度以降特別区民税の前納報奨金制度が廃止された。
・平成21年度から公的年金からの区民税の特別徴収が義務化された。
・平成23年1月から、所得税確定申告書データを、全国一斉にエルタックスを通じて、各地方団体へ配信
する国税連携が開始した。
・平成21年度から税務専門指導員(非常勤職員)を配置し、滞納整理事務に関する専門指導・助言を行う。
・平成21年7月納付案内センターを開設した。滞納者を出さない取り組みとして電話による納付案内を行
う。
・平成22年度5月からコンビニ収納、ペイジー収納、クレジットカード収納及びモバイルレジ収納を導入
した。
・平成22年度から滞納者宅の捜索開始
・平成23年度からインターネット公売開始

必要性

区財政を支える区税収入を安定的に確保するために必要となる経費である。

実施
方法

1直営

目的

区民税等の賦課徴収に要する事務経費

対象者
等

納税義務者等

内容

・地方税法等に基づき、区民税、軽自動車税等の課税を行い、それらの区民税の収納管理（収納確認、還
付・充当）、徴収事務（督促・催告、財産調査、滞納処分等）を行う。

・区税賦課徴収事務費の主なものは、徴収嘱託員（非常勤職員）の報酬や保険料、滞納整理支援システム
に係る経費等がある。また区民税の納税通知等の各種印刷物の作成、それらの発送に係る郵送料のほか、
区民税・軽自動車税等の収納テープ作成に係る委託料等である。歳入（特定財源）に関しては、都からの
都民税払込分、諸収入の延滞金等である。

予算額 98,334 252,018 115,722 109,014 106,655 96,082 107,267

24年度 25年度 26年度

①決算額（26年度は見込み） 80,313 235,802 99,523 99,079 94,780 90,433 107,267

②人件費等 247,409 231,860 225,150 229,101 216,220 210,395

③減価償却費 75,008 86,240 87,064 88,590

合計（①＋②＋③） 327,722 467,662 399,681 414,420 398,064 389,418 107,267

2,773 2,698 2,621【事務分担量】（％） 2,921

特
定
財
源

国

都
その他

389,418 107,267

実
績
の
推
移

事項名 20年度 21年度 22年度 23年度

一般財源 327,722 467,662 399,681 414,420 398,064

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

20年度 21年度 22年度 23年度

2,847 2,582

区税収入の推移（千円） 14,799,11414,965,99714,423,85014,589,23514,928,95515,393,555

24年度 25年度 26年度



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

平成24年度（決算） 平成25年度（決算） 平成26年度（予算）

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

　一般需用費 消耗品費・印刷製本費・物品修繕費 9,710 一般需用費 消耗品費・印刷製本費・物品修繕費

報酬/共済費 徴収嘱託員、税務専門指導員報酬等 17,227　報酬/共済費 徴収嘱託員、税務専門指導員報酬等 21,336 報酬/共済費 徴収嘱託員、税務専門指導員報酬等 17,303

7,655 一般需用費 消耗品費・印刷製本費・物品修繕費 10,429

　役務費 郵便料・その他の通信運搬費・手数料 29,982 役務費 郵便料・その他の通信運搬費・手数料 29,495

　委託料 その他の委託料 27,915 委託料 その他の委託料

役務費 郵便料・その他の通信運搬費・手数料 33,169

30,197 委託料 その他の委託料 41,819

備品購入費 備品購入費

使用料及び賃借料 課税複写機使用料 166課税複写機使用料 919

負担金補助及び交付金 その他の負担金 3,329 負担金補助及び交付金 その他の負担金 4,316

548 備品購入費 備品購入費 0

　使用料及び賃借料 課税複写機使用料等 2,508 使用料及び賃借料

備品購入費 備品購入費 0

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

指標の推移

指標に関する説明

負担金補助及び交付金 その他の負担金 4,457

23年度 24年度 25年度
26年度
見込み

目標値
(27年度)

96.99 97.20 97.43 97.66

特別区民税滞納繰越分徴収率(%) 24.08 23.13 25.65 25.88 26.11

特別区民税現年課税分徴収率(%) 96.73

・徴収率を向上させるためには徴収努力だけでは限界がある。
・徴収率の分母となる調定額の精査、すなわち明らかに納税できない案件に対する滞納処分の執行停止を早
い段階で進める必要がある。
・滞納を発生させない仕組みとして、特別徴収（給与天引き）の比率をさらに高めていく必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

特別区民税普通徴収納期内納付率
(%)

73.10 73.60 73.80 73.90 74.00

オール東京（62市区町村+都主税局）で組織する「個人
住民税徴収対策会議」の中の特別徴収推進部会への参
画、年末調整説明会でのＰＲの実施、産業経済部との
連携の検討を行う。

特別徴収比率向上に向けて、他区市町村と連携して
さらなる方策を検討する。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む具体的な改善内容 平成27年度以降に取り組む具体的な改善内容

平成26年度は、都主税局滞納整理専門職員の区への随
時派遣を受ける。困難案件の徴収に併せて、執行停止
の基準作り等、都の滞納整理ノウハウを助言いただ
く。

都からの随時派遣で習得した滞納整理ノウハウ・滞
納処理スキルを徴収率向上に活用する。また、預金
の差押えだけでなく、給与債権等他債権の差押えに
も力を入れる。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

26年度 27年度

重点的に推進 重点的に推進

税収の安定的な確保に不可欠であり、優先度が高い。


